雇用促進住宅廃止問題情報　№21　バックナンバーは、東海ブロック政策資料ライブラリー 
各県委員会　御中

2009年2月26日　　

東海ブロック事務所

●佐々木議員の予算委員会質問に住宅廃止の閣議決定も含め見直しと大臣が答弁

---------------------------------------------------

住宅廃止の閣議決定をふくめ方針見直しを検討と厚労相
---------------------------------------------------

佐々木憲昭議員は2月25日、衆院予算委員会で、「派遣切り」の横行で住居を失う人が増え、ますます役割が重要になっている雇用促進住宅について、廃止するとした閣議決定を見直し、入居者退去の方針を凍結するよう強く迫りました。

舛添要一厚生労働相は、「現下の厳しい経済状況の中で、派遣切りになった人たちを助けよう、片一方で退去、廃止をやっていて、その整合性はどうなのか、矛盾をどう解決するのか、鋭意検討中」と述べ、「閣議決定を含めて、すべて検討させていただきたい」と答弁しました。

閣議決定見直しの大臣発言は初めてで、今後の撤回を求める運動を大きく勢いづかせるものです。
-------------------------------------------------------------------------------------
“民間が自分で評価し、自分で買う” 住宅の売却は、「かんぽの宿」と同じ仕掛けではないか
-------------------------------------------------------------------------------------
佐々木議員は、1999年に雇用促進住宅の地方自治体などへの譲渡が決められて以降、当初は入居者の退去を求めることは前提とされず、国会答弁でも住民の理解を得るのが第一としていたのに、2001年の小泉内閣の閣議決定では「できるだけ早期に廃止」となり、ついで05年、オリックスの宮内義彦会長が議長をしていた規制改革・民間開放推進会議が「更地にして民間に売却する」方針を打ち出し、07年の閣議決定では売却方針がさらに加速化されて784住宅が廃止決定され、08年5月、借家契約中止の「通知」が突然、居住者に届く事態となっていっきょに不安が広がったと、経過を示して政府の強引なやり方を強く批判しました。

そして重大な問題として、07年に三菱総合研究所に委託した検討結果として、「売却促進」のため「民間の不動産取引に関わる専門家などを複数含む強固な体制を構築するべきである」との報告書まで出していた事実を暴露。「国有財産を売るのも民間、買うのも民間。自分で財産を評価し、自分で買うようなもの」「かんぽの宿と同じ仕掛けだ」ときびしく批判しました。
与謝野馨財務相は、「当時は、国がやっていることはみんな間違いで、民間がやっていることが正しいという空気があった。民間の知恵を借りればいいというものではない」と述べました。
----------------------------------------------------------------------------------------

佐々木議員「一方的な退去はさせるな」、甘利行革担当相「入居者に配慮し理解得るのが当然」
----------------------------------------------------------------------------------------

さらに佐々木議員は、1999年当時の機構法所管大臣で現在の行革担当大臣である甘利明氏に対し、自ら足を運んだ岐阜県などで聞いた住宅入居者の怒りの声を紹介しながら、99年当時に「一方的な退去はさせない」と甘利氏が明言していたのと違う現実が生まれている現状をどう思うか」と質問。甘利大臣は「現実にそこに生活があるわけでありますから、入居者の生活に配慮しつつ理解を得ていくということは、当然今日でも大事だと思っております」と答弁しました。

●速記録（未定稿）は別途、FAXで送信。東海ブロック政策資料ライブラリーにも掲載。
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●佐々木憲昭議員が予算委員会で雇用促進住宅問題を質問（明日25日午前11時から）
きょう、佐々木憲昭衆議院議員の部屋から届いた最新情報です。

　衆議院予算委員会では2009年度予算をめぐる審議が行われていますが、明日の一般質疑で佐々木議員が、雇用促進住宅の全面廃止問題を含めた質問を行うことになりました。

　この質問は、政府が昨年末に、派遣切りなどで職とともに家を失った人を救済するため、いったん廃止決定されている雇用促進住宅を活用する方針を決めて実行している一方で、閣議決定にもとづく住宅の全面廃止方針をひきつづき掲げ入居者の早期退去を求めるというきわめて矛盾した施策を取っていることを追及し、最悪の経済危機のもとにあって、合理的な必要性がまったくない「住宅全廃」の方針を根本から見直すよう、政府の見解をただすものです。

昨年末に厚生労働省は、閣議決定や「機構」の方針、また現在の入居者にたいする対応も見直すという意向を表明し、その後の佐々木議員室や東海ブロック事務所からの問い合わせに対して「部内で検討中」と述べているだけに、佐々木議員の質問で政府がその点をどう答弁するのか、非常に注目されるところです。

　佐々木議員の質問時間は30分間で、午前11時から11時半までと予定されています。

インターネットで生中継が見られます

　　⇒　http://www.shugiintv.go.jp/jp/　（衆議院インターネット審議中継）を開く。

　　　「今日の審議中継」　⇒　「予算委員会」をクリック。

　見落としても数時間後には、ビデオで見られます。

　　⇒　同じページ　⇒「ビデオライブラリー」を選択　⇒　カレンダーで日付を選ぶ　

⇒　委員会名（予算委員会）　⇒　佐々木憲昭議員

●質問を機に、廃止見直し・撤回への運動を大きく推進しましょう

　さる2月4日、東海ブロックで「対策交流会議」を開催しましたが、そこで各県の参加者から、「厚生労働省の見直し発言を受け、廃止反対の運動を全国的に統一ないしいっそう緊密に連携して盛り上げていく必要があるのではないか」「いっせいに大規模な署名運動を展開するよう、全国によびかけてはどうか」「国会で質問のチャンスがあればぜひ取り上げてもらい、それと署名運動を連携させ、全国共同の政府交渉も実現してほしい」などの強い要望が出されました。

　これを受けて東海ブロック事務所では、佐々木議員の質問の準備を進める一方で、署名用紙（案）の作成、署名の呼びかけと国会質問の内容を取り入れたビラの版下作成を進めていますが、質問後、今週中には仕上げて各方面にお送りしたいと思っています。なお、署名用紙（案）は本日、党の各県委員会にお送りし、意見をいただくようお願いしています。
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